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「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を発表

令和5年 新たな指針策定（公正取引委員会と内閣官房連名）03

令和4年度 独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査
令和5年度 独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に係るコスト上昇分の価格転嫁

円滑化の取組に関する特別調査

公正取引委員会の調査

02

「パートナーシップによる価格創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」

令和3年 政府の転嫁円滑化施策

01

労務費の転嫁は経済安定性に重要です

背景



価格交渉の不備による独占禁止法違反のリスクを認識しましょう

コスト増を無視した

価格据え置きは問題です

価格交渉なしの価格据え置き

01

取引先に理由を説明しないのは

リスクです

価格転嫁をしない理由

を説明しない

02

独占禁止法上の優越的地位の濫用の恐れがある行為



不適切な価格転嫁を避けるため、公正取引委員会が厳しく措置

01 8,175社が対象

令和５年度調査で

注意喚起文書を送付

02 10社の事業者名公表

公正取引委員会が

不適切と判断

公正取引委員会が注意喚起文章の送付および事業者名の公表



労務費の価格への

転嫁に関する現状



労務費の転嫁率（中央値）は他のコストと比較して低く
価格交渉が必要な状態です

コスト別の転嫁率の現状
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労務費の転嫁率は30.0%にとどまり、コスト増加分が十分に価格に転嫁されていません。
労務費の転嫁率

エネルギーコストの転嫁率は50.0%であり、一定のコスト増加分が価格に反映されています。
エネルギーコストの転嫁率

原材料価格の転嫁率は80.0%であり、コスト増加分の大部分が価格に転嫁されています。
原材料価格の転嫁率

（令和５年度公正取引委員会資料）



労務費転嫁の要請が困難な背景と具体的な障壁について

受注者に負担を要求する意識

発注者は受注者の生産性向上に

よる解決を期待する

01

詳細な説明資料の要求

交渉時に労務費上昇の詳細な

データを求められる

02

取引関係へのリスク

将来の取引に影響を及ぼすことが

怖い

03

労務費の価格転嫁の要請をすることが難しい理由



価格の引き上げ要望がある場合、発注者は協議に応じる

受注者の要望があれば柔軟に

協議する準備あり

協議には応じる

発注者側からは積極的な

呼びかけは行わない

受注者からの要請待ち

発注者の認識



受注者として採るべき行動／求められる行動



労務費上昇の価格転嫁には情報収集とタイミングが重要です

受注者として採るべき行動／求められる行動

労務費を公正に反映させる

相談窓口の活用
1

交渉のための情報を積極的に収集する

2
根拠資料の提示

公表資料を用いて根拠を示す

交渉のタイミング
3

優位なタイミングを活用する

受注者からの価格提示 ４



無料の相談窓口で情報提供を受ける国・地方公共団体の活用

相談窓口を活用し、労務費の適切な価格転嫁を成功させましょう。

商工会議所で専門家のアドバイスを求める中小企業支援機関の利用

相談窓口の活用



政府発表の最低賃金データを活用最低賃金の上昇率

労務費の上昇を示す公表資料を使用し、適切な価格交渉を行います。

実質賃金のデータを提示実質賃金の動向

労使交渉の結果を反映
春季労使交渉の妥

結額

根拠資料の提示



交渉タイミングの選定は労務費転嫁成功の鍵です。

労務費の適切な転嫁のためには、適切なタイミングで交渉することが重要です。

年度切り替えで交渉の機会が増えます発注者の会計年度に合わせる

契約更新時は話しやすい時期です契約更新時を狙う

発注者との生産工場会議

季節商品の棚替えのプレゼン時

発注者の業務の繁忙期

最低賃金の引上げ幅が判明した時

公共工事設計労務単価の改定後

根拠資料を示しやすいです

根拠資料を示しやすいです



価格を提示する主導権を持つことが重要です価格提示の重要性

希望価格を提示し、労務費を公正に反映させましょう

自社と取引先（自社の発注先）の労務費も含めた

価格設定を行う
労務費の考慮

受注者から価格提示する



発注事業者が採るべき行動／

発注事業者に求められる行動



労務費上昇分の転嫁方針を提案します経営トップへの提案

労務費上昇分を取引価格に転嫁するための具体的な取り組み

取り組み状況を報告し経営トップが追加対応を検討定期報告

方針を社内外に書面で示します方針の共有

経営トップの関与



公表資料による合理的説明を重視します労務費上昇の理由の説明

公表資料に基づく労務費上昇の説明と根拠を重要視します

最低賃金や労使交渉の資料を使用します根拠資料の提出

説明資料を求める場合は公表資料とする



発注者・受注者の

双方が採るべき行動／

求められる行動



無理のない頻度で連絡を取り合う定期的なコミュニケーション

信頼関係構築のため、定期的なコミュニケーションが鍵です

長期的な参考資料として役立ちます価格交渉の記録作成

発注者・受注者共通の行動



労務費の転嫁は継続的な努力が必要です

専門機関に相談して情報収集

をしましょう

相談窓口の活用

今すぐ行動を起こしましょう

行動の重要性

まとめ



兵庫働き方改革推進支援センターのご案内

〇個別訪問（オンラインも可能）が

年間原則3回まで無料で

受けられます。

〇セミナーの実施も致します

〇電話相談も可能です

●ご清聴ありがとうございました●


